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なぜ ， 大学に進学しな いのか
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1 ． 問題 の 所 在 一50％進 学の 謎

　最近 の 大学 ・短大 の進学率 は ， 50％水準を安定的に 推移 して お り， 今後 も大 きな

変動 はな い だ ろ うと暗黙 に了解 され て い る よ うで あ る 。 そ の た め ， 近 い 将来 に進学

率が大幅 に増加 す る ， ある い は大学 を量 的 に拡大 す る の が望 ま し い と考え る者はほ

とん どい ない と思わ れ る 。 拡大 さ せ る どこ ろ か
， 定員割れ をす る大学が 3割ほ どに

達 して お り（私立経営相談セ ン ター
編　2005）， 大学 にふ さ わ し くな い 学力 の 学生 が

増 えて い る とい う実感 も重な っ て ， 膨張 した大学 を縮小す るの が望 ま しい と思 う者

が多 くな っ て い るか もしれ な い
。

　伝統的な大 学の使命 を考 え る な らば ， 縮小 説 はそれ な りに説得的で ある 。 しか し

なが ら， 50％ ほ どの 進学率が一
つ の 安定的 な到達点で あるか の よ うに 了解され るの

は ， きわ めて 不思 議な こ とで ある 。 50％進学が 安定的 な 均衡状態だ と は思 え ない
。

む しろ奇妙で ， 社会的に 歪ん だ 不安定な状態 で は ない だ ろ うか 。 私た ち が そ の よ う

に考 える理 由は単純で あ る 。

　 もし ， 学力 の 高い 順 に進学が 決 ま っ て い る とす れ ば ， 該当年齢人 口 全体 の 学力の

平均値 （偏差値 50）が ，進学／非進学 の線 引 きに な る とは考 え られ な い か らで ある 。

学力が正 規分布 して い るな ら ば ， 偏差値 50の 前後 で 人 数が最 も多 く， 偏差値 52と48

との 間 に ， 全 体 の 16％が 集 中す る 。 52と 48の 学力に た い した 差が あろ うはず はな い
。

50％進学は ， 42％進学や58％進学 となん ら変わ りが な い 。

　論理的に 考 えれ ば， 50％進学 と い う停滞状況 は ， 学力選抜に よる帰結で は な い こ
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と を含意 して い る 。 学力が平均 よ りも低 い に もか か わ らず ， 進学 して い る者が い る。

そ の
一

方で
， 学力 が平均 よ りも高 い に もか か わ らず， 進学 して い な い 者が い る とい

うこ とで あ る。

　大学進学は ， 学力で 決定 されて い るわ けで はな く， 個人の 選好 の 問題だ とい うか

もしれ な い 。学力が あ っ て も， 専門学校 へ の 進学や 社会 に 出て働 くこ とを好 ん だ り，

逆に学力が な くて も ， 大学 を好む 者 が い た りす る とい う解釈 で ある 。 学力と選好の

2 つ が 重 な っ て ， 50％ と い う水準 に到達 して い る と い う理解 に な る。

　 しか し， 大 学 を選 好す る者が 50％ほ ど存在 して い るか ら， 安定的 に推移 して い る

と判断 して良 い だ ろ うか 。 い くつ か の 世論調査が 明 らか に して い る よ うに
， 親が子

ど も に 望む 学歴水準 は ， 50％進学 をは るか に上 回 る 。 そ の
一

例 を挙 げて お こ う 。

　NHK 放送 文 化研 究所は
，
1973年か ら 5年お きに ， 「日本人 の意識調査」を継続 し

て い るが ， その な か に ， 「中学生の 子 ど もが い る と した ら ， ど の 程度の教 育 を受 け さ

せ た い か 」とい う質問項 目が あ る 。 2003年の 調査で は ， 男子 の 教育 の場 合 ， 「大学 ま

で 」が68％ ， 大学院 を含 め る と76％に達 して い る 。 「高校 まで」はわず か 11％に す ぎ

ない
。 1973年の 調査で も， 大学

・
大学院 をあわ せ て 70％で ある （NHK 放送文 化研究

所　2004）。

　親の 希望 と本人 の 選好 とは違 う， と言えな くもな い
。 しか し ， 親の 希望 と現実 と

の 大 きな落差 を考 えて みれ ば， 本人 の 選好が 50％進学 を維持 させ
， 安 定化 させ て い

る と判断す る の は ， 無理が あ るだ ろ う。

　 こ の ように 考え る と
， 50％進学が ， 学力 と選好 の 2 つ か ら構成 さ れ る均衡状態だ

とは言 え そ うに な い 。学力が平均以上 で ある に もか か わ らず ， そ して
， 進学を希望

して い る に もか か わ らず ， 進学 しな い 他 の事情が ある こ とに なる 。 他の 事情 と して

考 え られ る の は
， 経済条件で ある 。 1975年以降， 私立大学の 授業料 は ， 家計所得の

伸び を上 回 っ て 上 昇 して きた 。 最近 で は ， 実質所得が マ イナ ス に な っ て い る に もか

か わ ら ず ， 実質授業料はプ ラ ス に推移 して い る 。 「学力」 と 「選好」で は な く，「資

金力」が 進学の 決 め手に な っ て い る は ずで あ る 。
つ ま り ， 所得 に よ る進学機会の格

差 は依然 と して解決 され て い ない 問題だ と い う こ とに な る 。

　「50％進学 は， 奇妙で ， 社会的に 歪ん だ不安定 な状態 だ」と述 べ た の は ， 以 ヒの 理

由か らだ が
， 「謎」 と言うほ どに大袈裟 な推論で は ない

。 平凡な謎解 き に す ぎない
。

と こ ろが
， 最近 の 大 学改革論議で は ， 「市場化 に よ る大学間の 競争が大学教育の 質を

向上 させ る」か の ような言説ばか りが 流行 し ， 50％進学 を 「謎」だ と思 う感性が失

わ れ て い る 。 格差社 会の是正 が これ か らの 政治的イ シ ュ
ー に な る とすれ ば ， 教育機
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会 はその 中心 に位置づ けられ る べ き政策課題 で あ る。 格差社会 をつ くる の は ， 「家庭」

と 「教育」で あ る 。 「教育」機会 が 「家庭」の 経済条件に規定 され る と い うこ と は ，

格差社会が さ らな る格差 を つ くる とい う こ とで あ る。教育機会 の 問題が忘 れ られ た

よ うな風 潮 を反省 し ， 大学進学の 機会問題 を基 本に立 ち返 っ て 再考す る こ とが本稿

の ね らい で あ る 。 「50％進学の謎 」 を言 い 換 えれ ば ， 「なぜ
， 大学 に 進学す る の か 」

で はな く， 「なぜ
， 大学 に 進学 しな い の か」 とい う問 い に な る 。

　その 問い に 答 える最 も有力な方法 は ， 高校生 の 進路 選 択 と保護者の 希望 お よ び家

計状況 の 関係 を把握で きる調査 を設計す る こ とで あ る 。 進 路選 択 の社会調査 はか な

り多い が
， 保護者の 経済事情 を信頼 で きる水 準 で 詳 し く調 べ た 調査 は ， 残念 なが ら

皆無 に 近い 。 けれ ど も ， こ うした調査 の分析以外 に も ， 「50％進学の 謎」を解 く手が

か りは残 され て い る 。 公表 さ れ た統計資料 か ら進 学需 要 の 時系列変化 を追跡 し ， そ

の動 きの 決定要因を解明す る こ とで あ る 。 本稿で は ，
こ の 時系列分析 の 手法 に よ っ

て ， 謎解 き を試 みた い と思 う。

　進 学需要 の 決定要因 を探 るに あた っ て ， 重要で あ るに もか かわ らず， 見逃 されて

きた の は ， 「進学 を選択 しな い 者の行動」で あ る 。 非進学者の 行動 に は ， 進学 を断念

した潜在的な進学需要が 含 まれ て い る 。 そ こ で ， 本稿で は， 顕在化 した大学進学需

要の 決定要因の み な らず ， 進学者 の 背景 に 潜んで い る潜在的需要の 決定要因か ら も

進学行動を探索す る と い うア プ ロ ーチ を とる こ とに した い 。 ただ し ，
こ こ で は ， 現

役男 子の進 学需 要 だ け に絞 っ て 紹介 して お き た い
。

　次節で ， 進 学需 要の 規 定 要 因 に 関す る先行研究 を簡潔 に レ ビ ュ
ー した 上 で ， 本 稿

の 分析枠組み と論文の 構成 を述 べ る 。

2 ．　 進学需要の 分 析 モ デ ル と本稿の 分析枠 組 み

　本稿で 扱 う進学需要 の 時系列分析の 多 くは ， 経済 モ デ ル が用 い られ て い る 。 モ デ

ル の 説明力 の 高さだ けが その理 由で は な い 。 進路選択の 社会 学的研究は ， 親の 職業・

学歴 とい っ た階層変数， お よび学校文化の 変数が 子 どもの進学 に与 える影響 に 強い

関心 を払 っ て きた が ， 親の 階層は制御で きる 変数で はな く， 学校文 化 は短 期 的 に変

動す るわ けで は ない 。政策の 意思決定 ， お よび政策 の 介入 に対 して 適切 な知 見 を提

供す る観点か らす れ ば ， 制御可能 な経済変数 を含 む 経済モ デル の 方が有力で あ る。

こ こ で は ， 本稿 の 目的に 直接的に 関係す る論文 に 限定 して 先行研究を レ ビ ュ
ー し，

本稿 の分析 枠組 み を述 べ て お くこ と に す る 。

　 は じめ に ， 経済 モ デル の 考え方に つ い て簡単 に説 明 して お き た い
。 経済モ デル で
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は ， 大学進学 を 「投 資」 と して 捉 え る。 そ して 投資収益率が大 きい ほ ど ， つ ま り費

用 が小 さ く， 得 られ る収益が 大 きい ほ ど進学需要 は高 まる と考 える 。 この因果関係

は ， 投資 に か か る費 用を負担す るだ けの 資金調 達力 が な けれ ば成立 し な い か ら， 進

学需要に 対 して ， 家計所得 は プ ラ ス
， 授 業料 は マ イ ナ ス の 影響 を及ぼ す 。

　他方 ， 非経済変数 の 特定化 も工 夫 され て きたが ， そ の な か で 注 目 され るの は ， 合

格可能性 （合格率） が進学需要 に与 え る影 響で あ る 。 た と え投資収益が 高 くて も合

格率が低 けれ ば， 進学需要 は顕在化 しない と考 えられ る 。

　投資収益 家計所得， 授業料 ， そ して 合格率 。 進学 需要の変動 を説明 す るた め に

先行研究が設定 し て きた 主要 な変数は こ の 4 つ で あ る 。 日本の 男子 進学需要の 時系

列分析 を手が け た研 究 （矢野 　1984， 藤野 1986， Nakata ＆ Mosk 　 1987
， 荒井

1990， 小椋 ・若井　1991， 中村 　1992， 田中　1994
， 島　1999）は ，

こ れ らの 4変

数 ， ある い は その
一

部 を用 い た分析 を行 っ て い る
。

　「す べ て の研 究 に 共通 して い る結果」は ， 家計所得 と授業料の 2 つ に 限 られ る。 家

計所得 は進学需要 に プ ラ ス ， 授業料 は マ イナ ス の効果 が あ る。 そ して ， 所得 の効果

が 授業料の それ よ り も大 きい こ とが 指摘 さ れ て い る 。 けれ ど も ， それ以外に 共通 な

結論 は見 出せ な い
。 先行研究の 間で 見解が 分か れ るか

， あ るい は一
部 を扱 っ た分析

に よ る部分 的知 見 に 留 ま っ て い る 。 進学需要の 時系列 分 析 は決 着の つ い た 古 い 研究

テーマ で はな い
。 と くに 次の 3 つ が ， 残 さ れた 重要 な課題 に な っ て い る 。

　第 1 は ， 投資収益 の 影響が 曖昧だ と い うこ とで あ る 。
こ れ まで も多様 な指標か ら

投 資収益 の影響が検討 さ れて きた が
， その 結果は大 き く異な っ て い る 。 小椋 ・若井

（1991）は大卒 と高卒の賃金格差に
， 田中 （1994）と島 （／999）は 内部収益率 に有意

な正 の 影響が あ る こ とを指摘 して い る 。 Nakata ＆ Mosk （1987） は ， 新規大卒者

が大企 業に就職 する 確率が進学需要 を高め る こ とを示 して い る 。 しか しなが ら他方

で
， 荒 井 （1990） は ， 収益率 を含 まず に

， 所得と授業料 を用 い た モ デル の ほ うが 適

して い る と述 べ
， 中村 （1992）は 1973年 のデ ータが 異常 で ある こ とを確認 して

， 大

卒高卒賃金格差 の 影響が 不 安定 に な る こ とを指摘 して い る 。 また ， 矢野 （1984） に

よれ ば ， 高卒有効求人倍率， 高卒 と大卒の初任給格差 ， 機会費用 と しての 高卒初任

給 に ， 理 論的 に期待 で き る効果が 認め られ な い
。 投資収益 を計測 す る指標の 選択 と

モ デル の 特定化 に よ っ て ， 異 な っ た分 析結果 に な る 。

一
つ の 変数の 結果か ら投資収

益 の効果 を結論づ け る前 に
， 経済モ デル に適合的で ， 安定 的な結果 が 得 られ る い く

つ か の 変数を探索す るア プ ロ
ーチ が現実的な方法で ある 。

　第 2 に ， 合格率の 影響を再検討 す る 必要が ある 。 合格率につ い て は ， 矢野 （1984）
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と Nakata ＆ Mosk （1987）が ， 進学需要 に 有意 な プ ラ ス の 影響 を及 ぼ して い る こ

とを明 らか に して い る 。 見解 は
一致 して い るが

，
2 つ の分析 は 1980年 まで の 期間 に

限 られて い る 。 しか し ， 80年代以降 ， 進 学需 要 と合格率 に は共変関係 が確認 され な

くな り， 2000年以降 に は合格率が 80％を ヒ回 っ て ， その 影響力が な くな りつ つ ある

か ら ， 1980年代以降 を含 め て ， 合格率 の効果 を再検討 す る必要が ある 。

　第 3 に ， 進学需要 を規定す る構造が変容 して い る可能性を考慮す る必要が ある 。

矢野 （1984） は， 石 油 シ ョ ッ ク後の
一時期 （1975 〜 78年の 4年間） をダ ミー変数で

分離 した と きに ，
D ，　W 。比 と決定係数に つ い て 最良の 結果が得 られ る こ とを指摘 し

て い る 。 それ以 外の 先行研究 は ， 対象期間 を一
括 して ， 構造変容が 生 じ て い な い こ

と を暗黙 の 前提 と して い る 。 矢野 （1984）の 石油シ ョ ッ ク ダ ミ
ー も

，
こ の

一
時期 だ

け志 願率が 上昇 した と い う便宜主義的な定式化 に な っ てい る 。 構造変容が生 じて い

れば ， 共通 に 確認 され て きた所得 と授業料の 影響 に つ い て も， 改 め て 検討 し な お す

必要が ある 。 所得と授業料の効果が時代 に よ っ て 異な る可能性が ある か らで あ る 。

　本稿で は ， 残 され た こ の 3 つ の課題 を考慮 した 経済 モ デル をべ 一ス に して ， 大学

進学 の顕在 的 ・ 潜在的需要 を立体的か つ 探索的に 分析 す る よ うに 努 め た 。 そ の手順

は ， 次の よ うに な っ て い る 。 4 節で は ， 投資収益 変数 と して 「失業率」 お よ び 「学

歴別賃金比 率」を追加 した分析 を行 い ， 「家計所得」「私立大学授業料」 「失業率」の

3 つ が重要 な決定要因で あ る とい う結果 を示す 。 そ して ， 続 く 5節で は ，
この 基本

モ デル を 「高校生の 就職率」 と 「専門学校進学率」 に 適用 し， 先の 3変数 と 「大学

合格率」の 効果を分析す る 。 そ の 結果 を現役志願率 の 要 因 と比 較 しなが ら，非進学

行動 に潜在 的な進学需要が埋 め込 まれ て い る こ と を指摘す る 。 とこ ろが ，
こ うした

時系列 の分析 は ， どの よ うな変数を組み入 れ て も ， 誤差項が 強い 系列相関をも ち
，

必ず し も適切 な結果 に はな らな い 。 6 節で は ， こ の こ と を踏 まえて ， 進学需要の 時

系列 に構造 的 な変化 が み られ る こ と を逐次 Chow テ ス トの 統計 的 方法 に よ っ て 明

らか に する 。 そ して ，
こ の 35年ほ どの 間に進学需 要を規定す る構造が変化 して お り，

い くつ か の 期間に 分 けて考え るの が適切で あ る こ と ， お よびそ れ ぞれ の 期間の 特徴

を示す 。 最後 に ， 以上 の分析結果 か ら導 き出 され る政策的含意 を検討 す る 。

3 ． 分析 に 用 い る変数 とデ
ー

タ

　分析に 先 立 っ て ， こ こ で 用い る変数とデータの 出所 に つ い て簡潔 に説明 して お く。

進学 ／非進 学行動 を計測す る変数 として 設定 した の は， 文部 （科学 ）省 『学校基本

調査報告書 』 （初等中等教育機関 ・ 専修学校 ・各種学校）の 各年度版 か ら算出 した次
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の 3 っ の 変数 （す べ て 男子 の み の 値）で ある 。

　第 1 は ， 現役大学志願 率で ある 。 現役大学志願者数を高校卒業者数で 割 っ た値 を

用い る 。 第 2 は， 高卒就職率で あ る 。 現役就職者数を高校卒業者数で 割 る こ と に よ

っ て 求め た
。 そ して 第 3 は ， 専門学校進学率で あ る 。 専修学校 （専門学校）入 学者

数 を高校卒業者数 で 割る こ とに よ っ て 算出 した 。 厳密に 言 え ば ， 専修学校 （専門学

校）入学者数 に は現 役以 外の 入学者 も含 まれ るた め正確な進学率 とは な っ て い な い

が
，

データ の 制約上 ，
こ の 値 で代用す る こ とに した 。

　以 上 の 行動指標を説明す る変数 と して
， 投資収益 ， 家計所得 ， 授業料， 合格率 の

4 変数 を特定化 す るが ， 具体的に は次 の ように算 出した 。

　投資収益 に 関連す る指標 と して ， 完全失業率 と大卒／高卒賃金比率の 2 つ に 着目

す る 。 失業率 が 高 くなる と， 就職す る こ とが 難 し くな るだ けで な く， 恵 まれた会社 ・

職種 に 就職 しに く くな る か ら， 高卒で の 就職 を回避 した進学需要が増 え る と考 え ら

れ る 。 経済学的に説明する と ， 失業す れ ば進 学に よる放棄所得 （機会費用） が ゼ ロ

に な るか ら ， 失業率 の上 昇 は大学の 機会費用 を減少さ せ ， そ の 結果 ， 進学需要 に プ

ラス の 影響 を与 える （Foot　and 　Revin　1983）。 年齢 区分別の 完全失業率 は総理 府統

計局 「労働力調査』， 学歴別賃金 は （厚生 ）労働省 『賃金構造 基本統計調 査』 に よ

る。 た だ し ， 完全 失業率に つ い て は 景気変動に よ る年次の 増減 が激 しい た め ， 3年

間の 移動平均値 を用 い る こ とに した。

　家計所得 に は ， 勤 労者世帯 ・全国の 可処分所得 を用い た 。 総理府統計局 『家計調

査年報』 か ら可処分所得の データ を収集 し ， 消費者物価指数 （持家 の帰属家賃 を除

く総 合）で 実質化 し た 。 あわせ て ， 少子 化 に よ る影響 を家計所得 に反映 させ る こ と

を考慮し ， 可処分所得 を世帯人 員の 数で 除 し ， 「世帯
一

人 あた りの 実質可処分所得」

を用 い た 。 以 下で は
，

こ の 数値を 「所得」 と表現す る 。

　価 格で あ る授業料 は ， 実質私立 大 学授 業料 を設定す る 。 文部 （科学）省私学振興

課調査デ ー
タ で あ り ， 消費者物価指数 （持家 の帰属家賃 を除 く総 合）で 実質化 した 。

　合格率に つ い て は
， 男女別 ， 現役浪人別 に合否が 決定 され るわ けで は な い の で ，

文部 （科学）省 『学校基本調査報告書』か ら， 全入 学者を全志願者数で 割 っ た値 を

用 い る こ とに した 。

　進路選択の 説明変数は ， す べ て 1年ラ グ を設定 した 。 当該 年度 の 進路選択 は ， 前

年 の 状況 を踏 ま えて 決定 され る と考 え る の が 現実的だ か らで あ る 。 分析期間 は
，

1970〜 2004年の 35年間を対象に した 。 そ の 理 由の
一

つ は ， 年齢区分別の 失業率が 1968

年 まで しか 遡及で き ない こ とに加 えて ， 3 年聞の 移動平均値 の 値 を 1年 ラグで 用い
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なぜ，大学に進学しないのか

たた め ， 1970年以降に 限定 された こ とで あ る 。 そ れだ けで な く， 1960年代の べ ピー

ブー
マ

ー
に よ る特殊 な影響 を分析 の範 囲外に す る こ と

，
お よ び 「50％進学の 謎」を

考え るに は ， 順調 に 成長 した 70年代前半を視野 に入 れ なが ら ， 進学 しな くな っ た 1977

年以 降の動 向 を追跡す る の が適切 だ と判断したか ら で ある 。

4 ． 顕 在 的進 学需要 の 実証分 析 一所 得 ・ 授業 料 ・ 失業率 モ デ ル

　は じめ に ， 進学率 と志願率 の変化 を概観 して お こ う （図 1＞。 文部 （科学）省が高

等教育進学率 として 用い て い る基本指標 は， 「当該 年度の 大学 ・短大の 入 学者tw−1 を

「18歳人 日 」で 除 した 数値で あ る 。
こ の進学率 は ， 1960年の 10．3％か ら ， 70年の 23．

5％ を経て
，
76年の 39．1％ に まで 急速 に成長 した 。 そ の 後 は ， 若干の 低下 ・停滞 ・回

復 を経験す るが
，
93年以 降の 18歳人 口 の 減 少 に と もな っ て 40％を上 回 る よ うに な る 。

しか し ， 99年か ら04年の 問 は ， 49％前後を推移し ， 大 き な変化 がみ られ な い
。

図 1　 高等教 育進 学率 ・志願 率
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　同 じ方法 に よ る男子 の 大学進学率 （短大 を含 まない ） も図 に 示 した が ， 男女計 の

高等教育進学率 と同じ よ うな推移を辿 っ て い る 。 本稿の 分析対象は， 男子 の 大学進

学需要で あ る 。 進学率を被説明変数に す る方法 もあ るが ，
これ は浪人 な どの 過年度

進学者 を含 めた もの で ， しか も， 入学定員の 供給量 に規定 され るの で ， こ こ で は ，

男子 の 「現 役の 大学志願率」を 「該当年」 に 「顕在化」 した 「進学需要」 と考 える 。

この 現役大学志願率 も同 じ図に 示 し て お い た 。 最近 は ， 55％台 を推移 し て い るが ，

該当人 口 あた りの 志願 率をみ れ ば48％程度で ある 。
こ こ で も ， 50％が

一
つ の 峠に な

っ て い る 。 50％進学問題 を取 り上 げた の は ， 以 ヒの動 向を踏 まえて の こ とで あ る 。
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　前節 で述 べ た理 由 か ら， 1970年か ら2004年の 範囲に 限定 し ， 現 役高校生 の 志 願率

の 決定要因を分析す るこ とか らは じめ た い
。 経済理 論的に 考 えて ， 所得の 向上 は志

願率 を上昇 させ ， 授業料の 高騰 は志願 率 を引 き下げ る 。 と こ ろ が ， 所得 と授業料の

2 変数 だ けの 重回帰分析結果 は ， 授業料 の効 果は ， 符号条件 を満た して い る もの の ，

統計的に 有意だ とは い えな い （表 1）。 授業料 よ りも所得 の 上 昇 に よ っ て ， 進学需要

が 喚起 さ れ て きた とい えそ うで あ る 。

表 1　 現役志願 率の 2変 数モ デル ／失 業率 3変数 モ デ ル ／賃金比率 4 変数 モ デル

2変数モ デ ル 3 変数モ デル 4 変数 モ デ ル

　　一・
モ ア ル 1 モ デ ル 2 モ デ ル 3 モ デル 4 モ デル 5 モ デ ル 6 　　一“

モ ア ル 7

所得
0．0236絆

（3．04）
0．0340榊

（7．26）

0．  293串 串

（5，70）

  ．0317 林

（6．43）

  ．0187 ＊ ＊

（4．70）

0．0175林

（3．30）

0，0147准螺

（3．13）

授業料

一
〇．OO14

（
一1．54）

一
〇，0041料　

一

（− 6．50）

　 0．0042 鉢

（
− 5．70）

一
〇．0038 零＊

〔
− 5．78）

一
〇．0029韓

〔
− 6．34）

一
〇．0026牌

（
− 4．78）

一
  ．0017零

（− 2．57）

総数
0．0282卓 申

（8．Ol）
0．0262＊ ＊

（1L33）
0．0223艸

〔6．19）

  ．0151＊審

（3．16）
失
業
率

15〜19歳
O．0126 聯

（6．63）

20〜24歳
O，0130林

（7．24＞

25〜29歳
O．1942串

賃
（2．40）

金

比

率

3 〜34歳
  ，1964

（1．45）

35〜39歳
0．2356 唯

（2．62）

定数
0．2964紳

（6，72）

0，245⊥艸

（9．28）

0，2825 ＊ ＊

（9．77）

  ，2712＊ 牢

（9．85）
0．161P

（2，19）

0．1494

（1．ユ8）

D．0835

（0．86）

R2   ，588 0．861 0．824 0．842 0，88ユ o．865 0．885
D ，W ．比 0．198 0，497 0．476 0．384 0．894 0．695   ．841

所得 と授業料 の 単位 は 万 円，林 1 ％水 準 で有 意　
＊ 5％水 準 で 有意 ， R2 ： 自由度調整済決定係数，カ ッ コ 内

亡値 ， 表 2〜 3 と表 5 〜6 も同様

　 しか し ， こ の 2 つ の 説明変数 の 問に は強い 相関が あ り， 多重共線性の 問題 を孕 ん

で い る 。 多重共線性 が 存在 す る と推計され る係数の 標準誤差が 大 き くな り，
ゼ ロ 仮

説 を棄却 し に くくな るが ， 推計値 は最良線形 不偏推定量 で あ り， 回帰分析の 手続 き

上 に問題 はな い
。 た だ し， データが弱 い 状態 に あ る た め に ， 推計の 期間お よび第三

の 変数の組 み 入れ方 を変 える こ とに よ っ て ， 係数の 統計 的有意性が 変動す る こ と に

注意 し て お く必要が あ る。 加えて ，
こ の 2変数モ デル の 説明力 は時系列分析 として

はか な り低 く， 他に 重要な変数が存在 して い る と考 えられ る 。 そ こで ， 大学進学の
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なぜ，大学に進学 しないの か

投資収益 が進路選択 に 影響 を与 えてい る と考 えて ， 「失業率」お よ び 「学歴別の 賃金

比率」 を第三 の 変数 と して 取 り一ヒげる 。

　まず ， 「失業率」に つ い て の 主 な分析結果 を表 1 に 示 し て お い た 。 失業率 は
，

3 年

間の 移動平均 とし ， 「男子総数 の 完全 失業率」「男子 15〜 19歳の 完全失業率」「男子

20〜 24歳の 完全失業率」の 3 つ の ケ
ース を用 い た 。

　い ずれの 場合 も ， 失業率は ， 理 論仮説 ど お りに
， 志願率に プ ラ ス に 有意 な影響を

与 えて い る 。
つ ま り， 失業率が高 くな る と， 大学に 進学す る需要が 高 ま っ て い る。

しか も， 授 業料 の マ イ ナス 効果が顕著に 現れ ， その 係数 も 2変数 モ デル に比 べ て 大

き くな っ て い る 。 説明力 は ， 年齢集団別失業率を用 い た モ デル よ り も， 男子 全体の

労働需給状 況 を示 す 「総失業率」 を用 い たモ デル で 最 も高 く，
86％ に な る。生徒本

人の 世代だ けで な く， 親世代 を含 め た全 体の 失 業率状態 が進 学需 要 に影 響 して い る

と解釈で き る 。 そ こで ， 以下 の分析で は 「総 失業率」 を失業率の 代表指標 と して 用

い る こ とに す る 。

　つ い で ， 「学歴別の 賃金 」は ， 進 学需要分析 の 焦 点 とされ て きたが ， そ の 結果 は計

測 モ デ ル の 特定化 の 方法 に よ っ て 異 な っ て い る 。 投資モ デル の 詳細な検討が こ こ で

の 趣 旨で は な い の で ， 年齢集団別 に み た高卒 に対 す る大卒の 賃金 比 率だ け を取 り上

げて お きた い 。 た だ し ， 賃金構造基本調査 の 対象者が 時期 に よ っ て変更 され て い る

の で ， デー タ の
一

貫性が 保 た れ て い る 1973年以降だ けに 着 目して 検討 した 。

　大卒賃金 の 高卒に 対する比率を第三 の 変数 と して 投入 した場合 に は ， 統計的 に意

味 の ある結果 は得 られ なか っ た し ， 説明力 もきわ め て 低か っ た 。 しか し， 失業率 と

賃金比率を加 えた 4変 数 モ デ ル の 場合 は ， 有意 な結果 に なる （表 1）。 と こ ろが ， 年

齢集団に よ っ て 効果に 差異が あ り
， 必ず し も安定的で は な い

。 学歴別労働市場 の 最

近 の特徴 は ， 若 年層 の 学歴 問格差が 拡大 し て い る と こ ろ に あ る 。 こ の 変化 は き わ め

て 重 要 だが ， 今 回の 分 析範 囲 の 議論 と して は ， 学歴別賃金格差 よ りも失業率 に 注 目

す る の が適切 だ とい える 。

　 こ の 2 つ の 投資収益指標 に加 えて重要 な非経済変数が ，進学 の可能性 を示す 「合

格率」で あ る 。 矢野 （1984） は ， 所 得 と授業料 に合格率 を加 えた 3変数モ デル が ，

進学需要を規定す る基本モ デル だ と位置づ けて い る 。 こ の 3変数 を私た ち の モ デル

に適用す る と ， 表 2の よ うに統計 的に有意な結果 が 得 られた 。 しか しなが ら
， その

説明力は ， 失業率 の 3変数モ デル よ りも小 さ く， 合格率 と失業率を同時 に投入 した

4 変数モ デル を計測す る と ， 合格 率は有意で な くな る 。

　失業率 は ， 1973年 の石 油 シ ョ ッ ク後 に 2％ 台に増加 し ，
バ ブル 期 に低下 して い る。
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表 2　 合格率の 3変数モ デ ル と

　　　 4変数モ デ ル

3 変数 モ デル 4 変数モ デル

所得

授 業 料

失 業率

合 格 率

　 0．0260 林

　（4．74）
− 0．0 21牒

（ 3．13）

　   ．2398 ＊＊

　（5．79）

　 0．  367纏

　（7．04）
− 0． 048牒

（
− 5．54）

　0．  384＊＊

　（4．03）．唱
一U．1070
（
− 1，16）

定数
0．1453 綿

（3．58）

0．2939 林

（5．92）

RZD

，W ．比

0．7950

．314
0．8630
．646

そ の 後 に再び悪化 し ， 95年に は 3％ を上 回 り， 2001年 に 5 ％台に ま で上 昇 した 。 こ

の 著 しい 変化 が進学需要 を規定して い る 。 合格率の時系列 変化 も，
バ ブル 前の 低下

と そ の 後の上昇 を経験 して い るが ， 現役志願率に 対する影響 として は ， 合格率 よ り

も失業率の ほ うが 強 く現れ て い る。 70年 か ら2004年の 全体 を説明するモ デル と して

は
， 所得 ・授業料 ・失業率の 3 変数モ デル をべ 一ス にす る の が適切 だと判 断で きる 。

5
．　 非 進学行動 に 潜在化 した 進学需要

　以 上 に み る よ うに
， 現役大学志願率 と して 顕在化 した 進学需要は， 経済的事情 に

規定 され て変動 して きた こ とが分か る 。 したが っ て ， 現在 の 大学進学需要が停滞 し ，

安定 して い るの は， 実質所得の減 少 ， 実質授業料の 上昇 ， お よび失業率の高止 ま り

に よ る帰結で あ る。 失業不安 が 進学需要 を高 め て い るが
， 所得 と授業料の 2 つ が進

学需要を下 げる よ う に作用 し ， 相反す る 力関係の た め に均衡 して い る 。

　将来不安 か ら進 学 した い と思 っ て お り， 「進学 しな い 」 の で は な く， 「進学で きな

い 」状態 に あ る 。 機会の 平等化政策 に話 を展開す る前 に
， 実証 的に分 析して お か な

けれ ばな らな い 問題が い くつ か残 さ れ て い る 。 最近で は ， 専門学校の 進学率が上 昇

して お り， 大学 よ りも役 に立 つ 専門学校 が 選好 されて い る と説明 され る こ とが しば

しばある 。 と こ ろ が ， 専門学校進学率の規定要因が 解明 され て い るわ けで は ない
。

大学進学 を希望 しなが ら も， や む を得 ず専門学校 に進学 して い るか もしれ な い
。 同

様に ， や む を得ず就職 して い る可能性 もある 。

　そ こ で 次 に ， 現役高校生の大学志願以 外の 選択行動に着 目して ， それ らの 規定要
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なぜ ， 大学に進学しないの か

因を分析 して お きた い
。 大学 に 進学 しない 要因 と して ， 「所得 ・授業料 ・失業率」 お

よび 「合格率」を取 り上 げる 。 志願率 と同 じ要因 の効果 を比較すれ ば ， そ れ ぞ れ の

行動 の特徴を把握す る こ とがで き る し ， 非進学行動の なか に ， 進 学需要が潜在化 し

て い る こ と も分 か る か らで あ る 。 表 3 に ， 現役大学志願率の 結果 と比較対照で き る

ように
，

4 変数 モ デル の 分析結果 を示 した 。

表 3　 高卒就職 率 と専門学校進学率の 4 変数モ デ ル

現 役大学志願率

　 　 （再 掲 ）
高卒就職率 専門学校進学率

0．0367綿 D．0448 ＊ ＊
  ．0083

所得
（7．04） （

− 924 ） （ 2．05）
0．OO48ホ串 0．0027林 0．0049纏

授業料
（ 5．54） （3．41） （7．72）

0．0384林 一D．0407＊＊ 0．0076
失業率

（4，03） （
−4．59） （1．06）

合格率

一
〇．1 70

（
− 1．16）

一
  ．0164

（ 0．19）

一
〇，2037ホ

（ 2．79）

定数
  ．2939 串 零

（5．吻

0、8440 料

（18．30）

O，0824嘔

（2．22）

R2 0．863 O．983 0．984
D ，W ．比 0．646 0．863 1．233

　は じめ に ， 「高卒者 の就職率」に 着 目して お きた い
。 高卒就職率 は ， 志願率 と マ イ

ナ ス の相関 （
− 0．95）が 強 く， 進学需要の 対極 に 位置 し て い る 。 こ の 就職率 に 4 変

数が 与 える効果 をみ る と ， 志願 率 と裏腹の 関係 に あ る こ とが 分 か る 。 つ ま り， 所得

の上昇 と と もに 高卒就職率 は低下す る
一

方で ，授業料の 高騰 と と もに 高卒就職率が

高 ま る。 高い 授業料 のた め に や む を得ず就職 して い る ケ ース が ある とい うこ とで あ

る 。 そ して ， 失業率が上 が る と ， 就職難 の た め に ， 高卒就職率は減少す る 。 しか し ，

合格率 は有意 な影響 を ま っ た く与 えて い な い 。 就職者 に と っ て は ， 合格率の 問題 よ

りも， 授業料負担 ， お よび失業の 経済問題が 深刻で ある 。

　第 2 は， 「専 門学校進学率」で あ る 。 こ の 変数 は ， 志願率 とプ ラ ス の 相関関係に あ

る （＋ 0．78）が ，だ か ら と い っ て ，志願率 と同 じよ うな要因 が 作用 して い るわ けで

は ない 。 同 じ ど こ ろか ， 4変数の効果 は大 き く異 な っ て い る 。 第 1 に
， 所得 の 符 号

が マ イ ナス に な っ てい る 。 有意確率は5．1％だが ， 所得が上 昇 す る と専門学校離れ が

生 じや す くな る 。 第 2 に ， 大学 の 授業料が プ ラ ス で あ り，授業料 が 高騰 して い るた

め に 大学進学 を あ き らめ て
，

2 年間で 就職 で き る専門学校 を選択 して い る と解釈で

き る 。 第 3 に
， 失業率が 影 響 を与 えて い な い 。 就職 に 有利 だ とい われ て い る専門学
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校だ が ， それ を支持す る結果 に は な っ て い な い
。 そ して 第 4 に

， 合格率が マ イナ ス

効果 を もっ て い る 。 合格率が有意 なの は ， 専門学校進学率だ けで あり， 大学の合格

可能性が 高 ま る と専門学校進学率 は減少す る 。 授業料の高さ と大学の 合格率を考慮

しつ つ
， 専門学校 を選択 して い る こ とが分か る

。 大学進学の 潜在的需要が
， 家庭の

経済事情 と進学事情 に応 じて ， 専門学校 に 吸収 され ，埋 め 込 まれ て い る。 1970年代

の 後半に お ける大学進学率の低下 に つ い て
， 菊池 （1982） は， 四年制大学に進学す

る可能性の あ っ た 者が専修 ・各種学校ある い は就職へ と進路を転換 しつ つ あ る と述

べ て い る 。 就職 へ の 転換 は と もか く，専門学校の位置 を的 確に 指摘 した論 文 で あ る 。

　文部 （科学）省 『学校基本調 査報告 書』 は，
こ の他 の 高卒者進路 データ として ，

「その 他」の 比率 を掲載 して い る ． 無業者や 不 明者が 含 まれ た もの で
， その 内容は定

か で は ない 。 この 決定要因に つ い て も分析 した が
， 統計的 に 有意 な変数 は限 られ ，

しか も ， 論理 的 に 整合的な結果 は得 られ なか っ た 。 「そ の 他」の行動 に は ， 複数の 動

機が 隠さ れ ， 意味不明な指標 に な っ て い る 。

　それ ぞれ の 進路選択が 独立 して い る もの と仮定 して 検討 して きたが ， 実際に は相

互 に 関係 して い るか ら， 適切 な分析方法だ とい えない
。 論理 的に は ， それ ぞ れの 進

路選択の 関係性 を考慮したパ ス 解析が 望ま し い が ， そ の よ うな分析 は， 個票デー タ

を用い た調査が 適切 な領域で あ る 。
こ こ で の 分析 の範 囲内で も

， 非進学行動に 潜在

的な進学需要が埋 め込 まれ て い る とい う事実を指摘す る こ と はで き る 。

6 。 進 学／ 非 進 学行動の 構 造変容

　 こ れ まで の分析で は指摘 しな か っ た が ，
い ずれ の 結果 も D ．W ，比が 悪 い 。 誤差 項

に 強い 系列相関が ある か ら で あ る 。 2 っ の 原因 が 想定 され る 。 1 つ に， 含め る べ き

不 可 欠 な変 数 を採用 して い な い か もしれ ない 。 しか し
， 経済変数 と合格率以 外に 想

定 され る変 数は 多 くな い し ， そ の 発見 はか な り難 し い 。 そ こで ，い ま 1 つ の 原 因の

可能性に つ い て 検討す る 。
こ れ まで 確認 した 進学行動 の 姿 は35年間 の 平 均像で あ る 。

しか し ， 進学行動 と非進学行動 を規 定す る要因の 強弱が 時代に よ っ て 変化した か も

しれ な い
。 と くに 最近の状況を理解 す るた め に は ， 1970年代の経験 を相対化で き る

こ とが 望 ま し い し， 昔 と現 在 とで は状況 が異な っ て い るよ うに 思わ れ る 。 もし ， こ

うした時代に よる差 異が存在 し て い る と
， 35年間の 平均像に よ る推計値は ， 時代に

よる系列相関が 強 くな り，
D ，　W ．比が 悪 くな る。

　構造変容の 時期 を特定化す るた め の 実証分析に ， 逐次 ChQw テ ス トが ある 。 これ

は
，
t 年分の データ で 推定 したパ ラ メ

ータ と
，

］年追加 した t＋ 1年分の デ ータ で 推
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なぜ，大学に進学しないのか

定 したパ ラメ
ー タが 等し い か ど うか を ，

F 検定に よ っ て 検証 す る もの で あ る 。 簡単 に

説明する と ， 下式に よ っ て得 られ る Chow ，は 自由度 （1 ， t− 1 − k）の F 分布 に 従

うこ とが 知 られ てお り， ChOWt ＞F 値 （1 ， t− 1 − k）とな っ た と き に構造が変容 し

た 判断す る手 法で あ る （蓑谷 　1996）。
こ こ で は ，

こ の 逐 次 Chow テ ス トを利用 し ，

現役大学志願率か ら検討 し て み た い
。

伽 一

、黷譖 畴 （SSE ・ttX平方和 ・ 碇 数 ・含 めた変数・ 数・

　現役大 学志 願 率に 有意 な影響 を与 えて い た 3 変数 （所得 ・授業料 ・失業率） を用

い た テ ス トを行 っ た 。 自由度 （1 ， 1）の 197e〜 75年か ら は じめ て
，

逐 次 に Chowt

と F 値 （5 ％水準）を計測 し た 結果 が表 4 で あ る 。 同時に Chow ，／F の 列 を設 けた

が ， こ の値が 1 以上 に な っ た と き に ， 変化が生 じた と解釈で き る 。

　表 をみ る と ， 1975〜 76年 と78年 ， 96〜98年 に Chow 、／F が 1以上 の 値 を示 して お

り， 石油 シ ョ ッ ク の 後 ，
お よびバ ブル 経済崩壊後 の 97年不 況 が

， 志願率 の構造転換

を示唆する時期 に な っ て い る。 こ の構造変化 を考慮 して ， 期 間 を分割 し た 推計 をす

るのが望 ま しい こ とに な る。 構造 の推移期間が 数年重 な っ て い るの で
，

そ の 期間 を

除 く方法 もあ るが
， 推計期間の 年数が少 な くな る こ と， お よび 5 ％検定 と い うの も

便宜的な統計値 で あ る こ と を考慮 して ， こ こで は ， ChoWt／F の 最大値 を基準 に期間

を分 けて 検討 して お き たい
。

　そ こ で ， 現 役大学志願率の 動向を 「第 1期 ：1970〜 75年」「第 2期 ：1976〜 96年」

「第 3 期 ：1997〜 2004年」の 3 つ に 分 けて分析 して み る 。 表 5 に示 した そ の結果か ら

明 らか にな るの は ， 統計的 に 有意 な変数が 期間 に よ っ て 異 な っ て い る こ と で ある 。

しか も，
D ．　W ．比が改善されて お り， 構造変化に よる系列相関が D 、　W ．比の大 きな

問題だ っ た こ と を示 して い る 。

　第 1 期 と第 3期 の サ ン プル 数 （年数）が 少な い と い う問題 は残 るが
， 各期間の 特

徴 を指摘して お く。 第 1期 は ， 授業料の 影 響は ほ と ん どな く， 所得 の 上 昇が 志願率

を引き上 げた 時代 で ある 。
こ の 期間 は ， 所得が 授業料以上 に成長 して い た時期 で あ

り， 大 学紛争 の 影 響で 授業 の 値上 げが難 しか っ た 時期だ か ら ， 納得の い く結果だ と

思 わ れ る 。 その後 の第 2期 は ， 3 変数 ともに統計的 に有意 な時代で あ る 。 石油 シ ョ

ッ クお よび円 高不況 に よる失業率の 上昇 ， お よび所得 を上回る 授業料の 高騰が進学

需要 を左右 した時期で ある 。 しか し， 1997年以 降に な る第 3 期 は ， か な り特殊で あ

る 。 失業率だ けの 効果が際立 っ て 高 くな っ て お り， 所得 も授業料 も志願 率に 影響 を
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表 4 逐次 Chow テ ス ト結 果 （現役大学志願 率）

期 間 残 差 平 方和 （× 10
−4

） ChowF 値 （5 ％ ） ChDWIF 値

197 一1974 0．000006匸口鼠1　　「
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1970− 1992 1．511475   ．025 4．414 O． 06
197  一1993 1．521432 0，125 4．381 0．029
1970− 1994 1．544805 0．307 4．ヨ51 0．  71
1970− 1995 1．618145   ．997 4．325 0．231
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1970− 1999 4．42 674 1，979 4．242 0．467
1970　 2    1〕 4．443985 0，137 4．225   ．032
1970− 2    1 4．503531 0．362 4，210   ．086
1970− 2002 4，631431 O．795 4，196 0．190
1970− 2003 4．6δ6903 0．347 4，183 0． 83
1970− 2004 5．202422 3，300 4，171 0．791

表 5 期間別重 回 帰分 析結果 （現役 大学志願率）

　　　第 1期

（1970〜1975年）

　　　第 2 期　　　　　第 3 期

（ユ976〜1996年）　 （1997〜2004年）

所 得

授 業 料

失業率

　 0．D277脚

（12．48）
− 0． 003

（
− 0．6 

　 0．1674艸

（12．D5）

　 0、0328＊ ＊

　　　　　　
− 0．00 5

　　（7．90＞　　　　　　　　　（− 0，U5）
− O．OU40零 ‡

　　　　　　− O．0027
（
− 7．46）　　　　　　　　（− 1，45）

　  ，D136事　　　　　　　　　0．0316＊ 米

　　（2．55）　　　　　　　　　　　（5，83）

定数
一

〇、OO26
（
− 0．16）

0．2960ホ 串

　　　　　　　　　｛〕．6125
（10，59）　　　　　　　　　　　（2　30）

R2D

．W 、比

0．9991
．549

O、755　　　　　　　　　　　0．960
1，882　　　　　　　　　　　2．009
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なぜ ， 大学に進学しな いのか

与 えな くな っ て い る。
こ の 期間 は

， 実質所得が マ イナ ス 成長 で あ るに もか かわ らず ，

授業料が上 昇 して い るか ら， 志願率が減少 して もい い はずで あ る 。 に もか か わ らず ，

現役大学志願率が 安定的 に推移 して きた の は ， 失業率上 昇 に よる不安が 「と りあえ

ずの 進学 」を強 く促して い る か らだ と思われ る 。

　あわ せ て ， 「高卒就職率」と 「専門学校進学率」の 2 つ に つ い て も， それ ぞ れ に有

意 な影響 を与 えて い た 3変数 を用 い て
， 同様 の逐 次 Chow テ ス トを行 っ た 。 紙幅の

都合で テ ス ト結果 は省略するが
，

そ こで 確認 され た時期 区分 ごとの 推計結果を表 6

に 示 して お い た 。

表 6　 期間別 重 回帰分析 結果 （高卒就職 率 ・ 専 門学校 進学率）

就職率

　　第 1期　　　　　　　　　　　第 2 期　　　　　　　　　　　第 3期 　　　　　　　　　　　第 4 其目

（1970〜1977年）　 （1978〜1984年）　 （1985〜1997年 ）　 （1998〜2004年 ）

専 門学校 進 学 率

（1976〜2 04年）

所得

授業料

失業率

合格率

　
．0．0502繊

（
− 13．45）

　 0．0 42＊

　 （3．53）
− 0．0831‡ ＊

（− 4．85）

一
〇．DO53

（
− 0．85）

　   ．00Q6

　 （2．46）
− 0，0511榊

（
− 10．48）

　0．0291
　（1．55）
− 00092 困

（
− 3．16）

　0．0261 躑

（ 4．41）

　0．0048
　（0．28）
　0．DO26
　 （0．77）
一  ，0441＊

（− 3．59）

一
〇．0ユ 4料

（
− 2．98）

　 0．0 53卓 ＊

（12．25）

− 0．1296綿

（
− 5，97）

定数
0．9043＊ 串

（28．57）
0，5350榊

（11，55）

O．6019牌

（8，92）

0．1382

（0．32＞
0．0535孝

（211 ）

RZD
，w ，比

0．9932
．716

  ．9862
．755

0．9701

．474

0．9452
，494

0，984L205

　高卒就職率の ChQwt ／F 値 は ， 1978年，
85年 ，

97〜 98年 ，
2004年の 4 箇所で 1 以

上 と な り， 経済 の好不況期 に敏感 に 反応 して い る こ とが 分か る 。 各期 間の 年数が 短

くな るが
， 期 間別の 3 変数モ デル の 結果 をみ る と ， 全 期 間 に お い て 「失業率 」が 常

に マ イナ ス 効果 を もっ て い る の が特徴的で ある 。 失業率の 悪化 と就業不安が ，

一
貫

して 若者の 就職希望 を弱 め ， 大学 ， 専門学校進学需要を支 えて きた。77年 まで は 所

得 ・授業料 ・失業率の 3 変数が有意 な効果 を もっ て い たが ， 78年以降 は ， 失業率 の

悪化 に よ っ て 就職率が 低下 した 。 た だ し， 第 3期の 85年か ら 97年の 期間 は特殊 で ，

授業料が マ イナ ス の 効果で ， 所得 との 符号 が逆転 して い る。解釈上に 難点が ある 。

　次 に ， 専門学校進学率 に つ い て み て み る 。 専門学校進学率に つ い て は ， 有意 な影

響 を与 えて い な い 失業率を除 き，有意確率5．1％だ っ た 所得を含め た 3変数モ デル で

Chowt／ F 値 を計算 した 。 その 結果 に よる と ， 専門学校が創 設 され た 1976年か ら2  04
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年 まで の 間 ， 値が 1 を超 える こ と はな く，

一
貫 した構造 を保 っ て い る 。 表 3の 4 変

数モ デ ル の D ．W ．比 が比較的良好で あ っ た こ とか ら もうなず ける結果で ある 。 表 6

に は ， 所得 ， 授 業料， 合格率の 3変数モ デル の結果を示 して お い たが ， こ こで は所

得 の マ イナ ス 効果が 1 ％水準で 有意に な っ て い る 。

7
． 分析結果 と政 策的含意

　 こ うした 実証 的分析か ら ，
35年間の 大学進学需要の 変化 を簡潔 に 説明 す る と次の

よ うに な る 。 現 役大学志願 率に現れ る大学の 顕在的需要が安定的に 推移して きた の

は ， 「家計の 所 得水準 （プ ラ ス 効果）」「費用 と して の 私立 大学授業料 （マ イナ ス 効果 ）」

「失業率 （プ ラ ス 効果）」 と い う 3 つ の 経済変数 に よ っ て 相殺 され た結果で あ る。 し

か し ， 大学進学需要 は
， 現 役大 学志願 率で 測定 さ れ る範囲 よ り も広 く， 就職 と専門

学校 の 選択 に 進学 を断念 した潜在的な需要が埋 め込 ま れ て い る 。 Chow テ ス トの 結

果 を踏 まえ る と
，

1977年頃 まで は ， 授業料負担が 大 き い た め に や む を得ずに就職 す

る傾 向が み られ ， 76年の 専門学校創設後 に は ， 授業料の 高騰 と進学の 難しさ　（合格

率） の た め に ， 大学進学 を断念 し ， 専門学校 に進学す る者が い る 。

　 こ の よ うな結果か ら推察する と ， 5  ％進学 は， 経済合理 的な選 択の 帰結だ とい え

る 。 しか し ， 「なぜ
， 大学 に進学 しな い の か 」とい う問い に 戻 っ て 考えて み よ う。 所

得の 上昇 と高い 失業率が大学進学 を促 して い るが
， 授業料 は家計の 重 い 負担に な っ

て お り， 進学 をあ き ら め て い る層が存在 して い る。 個人 の 選 好 に よ っ て 「進学 しな

い 」の で はな い
。 進学 した くて も 「進学で きない 」の で ある 。 「大学全入時代」と い

う言葉 を用 い て ， 進学 を希望すれ ばだ れ で も大学 に行 け る よ うに な っ た と断定する

の は誤 りで ある 。

　進学 の 促進 要 因に な っ て い る失業 と い う生活不安 も深刻で あ る 。 生活不安の 解消

は社会 政策 の 基本的課題で あ り ， そ の 不 安 を解決 す る数少 ない 手段の
一

つ が教育投

資で あ る 。 50％進学が将来 も安定的 に 推移す る とか ， 「大 学全入 時代」が 到来 した と

い う最近 の風潮 は ， 根拠の ない 判断で あ り， 高等教育 「政策」 の 問題 の 所在を隠蔽

して し まう危険性が あ る 。 そ こで
， 最後に ， 実証分析 か ら導 き出さ れ る政策的含意

を 3 点 ほ ど指摘 して お くこ とに す る。

　第 1 は ， 政策 を考 え る上 で 欠か せ な い 大学規模の想定に あた っ て ， 実証分析の 結

果が 有益 な知見 を提供 して くれ る こ とで あ る 。 冒頭で ， 「近 い 将来 に進学率が大幅 に

増加す る ， ある い は大学 を量的に拡大す るの が 望 ましい と考 える者 は ほ とん どい な

い と思われ る」 と述 べ た
。

し か し， 実証分析か ら示唆 さ れ る の は，
これ か らの 経済
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なぜ ，大学に進学しな いのか

事情 と大学合格率 の上 昇 に よ っ て大学進学率が上 昇す る可能性が あ る とい う こ とで

あ る 。

　今回の 分析の焦点は ， 現役の 男子 高校生 に 限定 して ， 大学進学の 潜在的需要 の 存

在 を解明す る こ とに あ り， 大学規模の推計が 目的で は な い
。 大学規模を予 測す るた

め に は ， 女子お よび浪人 の進路選択 を含め た研究枠組 み と分析が 不可 欠で あ る 。 そ

れ は今後の 課題に な る が
，
15年間ほ どの 長 い 不況が終 わ りつ つ あ り， 実質所 得が 向

上 す る可能性が あ る し， 大学の合格 率は さ らに 高 くな る。 所得の ヒ昇 は現役大 学志

願率 を上 昇 させ る し ， 専門学校進学率を押 し下 げる 。 そ して ， 大学合格率が高 まれ

ば ， 専門学校 の 進学率は減少す る 。 男子 に 限 っ た こ と しか い えな い が
， 順 調 に 成長

して き た 専門学校進 学率が 低下 し ， 逆に 大学進学率が上 昇す る可能性 はあ る 。 授業

料が どれ ほ ど上 昇する か は未知 数 だ が
， 男子 の 現役大学志願率が ， 現状 を維持 した

ままに推移す る と は考 え に くい こ と に 留意 し て お くこ とが重 要で あ る 。

　第 2 は
， 大学教育機会の 均等化が ，50％進学の 重要 な政策課題 だ とい う こ とで あ

る 。 「失業不安 に よ る進 学 へ の希望」 と 「資金力 に よ る進学の 機会格差」が並存 して

きた 。 こ こで 触 れ る ゆ と りはない が
， 大学生を抱 え る世帯 の 貯蓄率は ，

マ イナ ス 10

％ と い う赤字状態が続 い て い る 。 進学して い る家計 も厳 しい が ， 進学で きな い 家計

は さ らに 深刻で ある 。 次代 を担 う若者の 大学教育機会が ， 長 い 間 にわ た っ て 閉ざ さ

れ放置され て きた 。 そ れが ， 5 ％進学の 謎の 背景 で あ る 。 経済合理 的 な選 択 の帰結

だ と結論す るだ けで は済 まされ な い 社会規範の 問題で あ る 。 所得の 上 昇 を上 回 っ て

高騰 して きた授業料の 負担が家計 を脅か して い る 。 奨 学金 の み な らず ， 授業料の 負

担軽減策を加味 した機会均等政策を検討す る こ とが 急務 で ある 。

　第 3 に
， 大学は過剰 なの で は な く， 過 少 だ と い う こ と を指摘 し て お き た い

。 潜在

的な進学需要か ら み て ， 現在 の 大学が過剰 だ とはい え ない 。 もち ろ ん ， 過剰 か ， 過

少か を判断 す るた め に は ， 学歴別労働市場の 評 価 もあわ せ て 検討 しな けれ ばな らな

い
。 大学教育の成果 を測 る

一
つ の 指標が ， 投資収益率で ある 。 今回 の テ

ー
マ の 枠外

だが ，
こ の 指標か らみ て も，決 して 日本の 大学が 過剰だ とい えない 。 最近の 10年間

で は ， 20代 お よび30代 に お け る学歴間の賃金格差が拡大 して い る。 若年層に お け る

労働力の 質的向上 と教育投資が求 め られ て い る とい う こ とで あ る 。 大学教育 に対 す

る公的資金 の 投入 は ， 機会 の 均等化政策 の た めだ けで な く， 経済 の効率性か らみ て

も支持 され る政策的含意で あ る 。

　 機会均等政策 と効率的投資の 政策基準 に つ い て は ， さ らな る確 か な分析 と検討が

必要だが ， 重 要 な こ と は 「証 拠 に 基づい た 」政策 を構築 す る こ と で あ る 。 現状 を暗
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黙 に是認 し ， 市場 に 委ね るだ けで は ， 未来の 大学像 を描 くこ とが で き な い と私た ち

は考 えて い る し， そ の
一

つ の 証拠 を提供 した い とい うの が ， 本稿 を執筆 した 動機 で

もある 。
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Since 1976, the application  rate  of  high school  students  for university  has

remained  level at  around  fifty percent, and  this seems  to have  contributed  to the

excess  supply  of  higher education  caused  by the demographic decline. However,

previous research  has not  clarified  the reason  why  students  do not  go  on  to

university  despite the ease  if access.

   This paper  examines  the  extent  to which  economic  factors underlie  the

stabilization  of  the application  rate  at  50%,  through  an  analysis  of  the determi-

nants  of  entrance  rates  for senmon  gafehoA <technical schools)  and  employment

rates  after  high school  graduation from  1970 to 2004,

    The  results  of  the  analysis  of  the obvious  demand  factors indicate that

household income  has a  strong  positive impact, the price of  private  university

tuition has a negative  irnpact, and  the unemployment  rate  has a positive impact

on  the application  rate.  Statistica]ly, these results  are  weak,  as  they have  a  low

value  on  the D. W.  criteria,  so  the author  uses  the chow  test approach  to this

problem  solving,  The  test shows  that there are  structural  changes  in the trend of

the determinants facter of  the application  rate  during three decades, meaning

that  it would  be better to divide it into three period  times, 1970-1975, 1976-1996

and  1997-2004- In the first period, household income  increases demand  without
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an  influence from  price, and  in the second  period there was  a  positive effect  of

income, negative  effect  of  price, and  positive effect  of  the'unemployment  rate.  In

the third period, only  unemployment  had an  impact, and  there was  no  effect  of

income  and  price.

    It is possible to understand  the leveling off  of  demand  for higher education

by copsidering  household budget conditions,  the rapid  price increases since  1975,

and  in particular the high unemployment  rate  since  1997. However,  the demand

for higher education  is actually  higher than  the application  rate,  since  there are

students  who  find employment  or  go to technical schools  as  a  substitute  for

going to university.  In order  to consider  this latent demand  for higher education,

an  analysis  of  the determinants of  the employment  rate  and  entrance  rate  for

technical schools  is introduced.

   This analysis  shows  that there are  individuals who  find employment  instead

of  going  to university  for the reason  of  the high price, and  who  go  to technical

schools  fer the reason  of  the high prices and  low acceptance  rate  for entrance

examinations.  This result  indicates that, considering  this latent demand,  the

demand  for higher education  is larger than that indicated by the  application  rate.

   One policy implication of  this study  is that the application  rate  will  increase

in the near  future as  the economic  recovery  makes  the latent demand  obvious.

Second, since  there is still inequality of  educational  opportunities,  low tuition

and  student  aid  should  be introduced to equalize  enrollment  difference based on

family income.
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